平成24年度６月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名: 新 応急手当短時間講習普及促進研究事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2472）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：3,668千円
　（現計予算額：0千円　　　補正後予算額：3,668千円）

	要求内容


	１　要求の内容


応急手当短時間講習の効果的な普及方法の研究により受講者の裾野を広げ、普及人員のさらなる増大を図り、救命率の向上を目指すため、消防庁の事業採択を受けて「応急手当短時間講習普及促進研究事業」を実施する。
　　　
事業の内容

　　①目的
　　　　学校教育において児童生徒を対象にした応急手当教育を実施し、事業効果の検証、普及促進のための課題の抽出、対応策の検討等を行う。
　　②講習対象、目標及び内容
　　　(ⅰ) 救急入門コース（90分間）
　　　　　・対象　小中学校の児童生徒
　　　　　　　　　受講児童、生徒数　約2,200人（学年又はクラス単位で受講）

　　　　　・目標　自分の身の安全確保、倒れた人を助けるための応援要請に重点を置き、友達と協力してＡＥＤ使用と心肺蘇生法ができるようにする。
　　　　　・内容　胸骨圧迫（心臓マッサージ）とＡＥＤの使用方法に特化した講習

　　　(ⅱ) 普通救命講習（３時間）
　　　　　・対象　高等学校の生徒
　　　受講生徒数　約1,000人（学年又はクラス単位で受講）

　　　　　・目標　確実な応急手当が実施できるようにする。

　　　　　・内容　心肺蘇生法及びＡＥＤの使用方法を主体とした市民が受講する一般的な講習

　　③事業期間　７月～１２月

　　　・７月～　事業計画検討会における事業計画の検討、事業計画の策定

　　　　　　　　指導教材（ＡＥＤシミュレーター等）の調達

　　　　　　　　代表校における応急手当教育を通じた医師による実践的な指導

　　　　　　　　学校教員と消防職員（応急手当指導員）との打ち合わせ

　　　・９月～　各実施校において応急手当教育を実施

　　　　　　　　児童生徒、学校教員及び消防職員へアンケートを実施

　・12月　　事業検証会における検証、検証結果の取りまとめ

実績報告書を消防庁へ提出

　　④事業実施体制
　・指導監督　　医師
　・講習講師　　消防職員（応急手当指導員）
応急手当の知識、技術を修得した学校教員
　　　・計画検討　　計画検討会（医師、教育・消防機関、保護者等の代表者で構成）

　　　・事業検証　　事業検証会（医師、教育・消防機関、保護者等の代表者で構成）

	２　所要経費


　　・総事業費　3,668千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
　　　・地域の力で助かる人を増やす「共助」の活動等を強力に促進し、災害時の死者・被害を最小限に抑える
	２　これまでの取組状況


・県内の消防本部における平成22年中の応急手当普及講習啓発活動状況

　　救命講習受講者数　28,405人、人口１万人当たり142人（全国平均116人）

	３　これまでの取組に対する評価


　・平成22年中に全国の救急隊が搬送した心肺停止の時点が目撃された傷病者22,463人のうち、現場に居合わせた人により応急手当が実施された傷病者は11,195人（49.8％）。

　・応急手当が実施された傷病者のうち、１ヵ月後の生存者は1,572人（14.0％）。

　・応急手当が実施されなかった傷病者のうち、１ヵ月後の生存者989人（8.8％）であり、応急手当が実施されている場合の方が5.2ポイント（約1.6倍）救命効果が高いことが明らかになっている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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